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新規事業及び重要事業総括表 

Ⅰ 総 額 

 【一般会計】 

区分 令和８年度 令和７年度 伸び率 

予算総額 ３，３５５，０１３千円 ３，３５３，０９１千円 ０．１％ 

一般会計構成比 ７．１％  ７．８％  － 

【国民健康保険事業特別会計】 

予算総額 １１，５１２，０００千円 １１，７３５，０００千円 △１．９％ 

【後期高齢者医療特別会計】 

予算総額 ２，４４０，０００千円 ２，１０１，０００ １６．１％ 

  

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要事業                         （単位 千円） 

施策２－１ 健康づくりの推進 

Ｐ １       後期高齢者健康診査事業         【国保年金課】  １０７，００１ 

Ｐ ２       保健衛生普及事業（国保特会）      【国保年金課】   ４４，１４０ 

Ｐ ３  一部新規  特定健康診査等事業（国保特会）     【国保年金課】  １１６，３３９ 

 

施策３－２ くらしの安全対策 

Ｐ ４       交通安全啓発事業            【自治振興課】      ５１７ 

（令和７年度繰越予算 ３，０４８） 

Ｐ ５  一部新規  地域防犯体制支援事業          【自治振興課】    ８，９３６ 

（令和７年度繰越予算 １５，３８９） 

 

Ｐ ６       防犯灯管理事業             【自治振興課】   ６９，９５５ 

 

施策４－４ 利便性の高い公共交通の確保 

Ｐ ７       公共交通維持事業            【自治振興課】  １５５，７７２ 

Ｐ ８       デマンド交通運行事業          【自治振興課】  １１３，７３８ 

 

施策６－４ 効率的な行財政運営の推進 

Ｐ ９       マイナンバーカード交付事業       【市民課】     ４４，６２０ 

Ｐ１０       コンビニ交付事業            【市民課】     １３，６９３ 
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後期高齢者健康診査事業 

 

担当 国保年金課 保健事業担当 

内線 ２６５４ 

 

１ 目 的 

高齢者の健康管理及び介護予防のため、後期高齢者医療制度の保険者である埼玉県後期高齢

者医療広域連合から事務委託を受け、鴻巣市が被保険者の健康診査を実施する。 

 

２ 事業内容 

 （１）健診内容 

   問診・血圧測定・理学的所見・身体計測・血液検査・尿検査・心電図 

   ※本市ではアルブミン検査を追加項目として実施し、後期高齢者の栄養状態を検査している。 

    基準値(3.6g/dl)以下になると「低栄養状態」が疑われる。    

 （２）実施医療機関 

    鴻巣市医師会に加入している医療機関：37 医療機関で実施 

 （３）健診実施期間 

    令和８年６月１日から令和９年２月２８日まで 

 （４）受診者の推移 

 

 

※1 当初予算見込 

※2 令和 7年１２月末時点 

※3 受診券交付数は当初発送数 

※4 受診者数は当該年度健診受診者 

 

 

 

 

３ 予算額 １０７，００１千円 

 

 

 

 

 

 

令３年度 16,289人 6,523人

令５年度 18,174人 6,902人

令４年度 17,191人 6,746人

令７年度※2 20,111人 5,987人

令６年度 19,100人 7,411人

受診券交付数※3 受診者数※4

令８年度※1 21,500人 8,400人
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保健衛生普及事業（国保特会） 

 

担当 国保年金課 保健事業担当 

内線 ２６５４     

１ 目 的 

国保被保険者が健康な生活を送れるように各種事業を展開する。 

２ 事業内容 

（１）人間ドック・脳ドック受診料の一部助成（予算額 ３６，０９０千円） 

   ３０歳以上の国保被保険者が人間ドック検査を行った場合は、１人当たり受診年

度１回につき、検査料の７０％（上限２万７，０００円）、３５歳以上の国保被保険

者が脳ドック検査を行った場合は、１人当たり受診年度１回につき、検査料の７０％

（上限２万８，０００円）の助成を行う。 

（２）保養施設利用助成券の発行（予算額 ６００千円） 

   埼玉県国民健康保険団体連合会が行う保養施設宿泊利用共同事業において指定さ

れた保養施設を利用する国保被保険者に対し、健康の保持増進を図ることを目的に、

宿泊費の一部（１年度１回限り大人３，０００円、小人１，５００円）を助成する。 

（３）糖尿病性腎症重症化予防対策事業（予算額 ６，０００千円） 

   国保データベース（ＫＤＢ）システムを活用し、レセプトデータ及び健診データの

分析を行い、糖尿病性腎症等が重症化するリスクの高い方に対し、効果的な保健指導

等を実施する。 

（４）栄養・総合管理アプリを利用した個別栄養指導（予算額 ５３千円） 

   特定健康診査や人間ドックの受診結果等から、栄養指導が効果的であると見込ま

れる方に対し、同アプリを利用した個別栄養指導を実施する。 

（５）慢性腎臓病（ＣＫＤ）の重症化予防に向けた取組（予算額 １２千円） 

   特定健康診査や人間ドックの受診結果から、ＣＫＤ及び将来の人工透析へのリス

クの高い方を抽出し、レセプト情報から医療機関の未受診者に対し、医療機関への受

診勧奨を行う。 

３ 予算額 ４４，１４０千円 

『 慢性腎臓病（ＣＫＤ：Ｃｈｒｏｎｉｃ
ク ロ ニ ッ ク

 Ｋｉｄｎｅｙ
キ ド ニ ー

 Ｄｉｓｅａｓｅ
デ ィ ジ ー ズ

）』 

慢性腎臓病とは、腎臓の働きが健康な人の６０％未満に低下するか、あるいはタンパク

尿が出るといった腎臓の異常が続く状態を言う。下記のいずれか、または両方が３ヶ月以

上続いている状態。 

腎障害 タンパク尿(微量アルブミン尿を含む)などの尿異常、画像診断や血液検査、病

理所見で腎臓障害があきらかである状態 

腎機能の低下 血清クレアチニン値をもとに推算したｅＧＦＲが６０ml/分/1.73 ㎡未

満の状態 
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特定健康診査等事業（国保特会） 

担当 国保年金課 保健事業担当 

内線 ２６５４     

１ 目 的 

内臓脂肪型肥満に着目した糖尿病等の生活習慣病予防のための特定健康診査を実施

し、健診結果から階層化した国保被保険者に特定保健指導を実施する。 

 

２ 事業内容 

（１）特定健康診査事業 

   生活習慣病の予防のため、年齢が４０歳以上７５歳未満の国保被保険者を対象

に、メタボリックシンドロームに着目した健診を行う。 

  

 ※1 当初予算見込 

 ※2 令和７年１２月末時点 

  ※3 受診券交付数は当初発送数 

  ※4 受診者数は当該年度健診受診者 

                                                                               

 

 

（２）特定保健指導事業 

   生活習慣病の発症リスクが高く、生活習慣の改善により生活習慣病の予防効果が

高い者に対して、管理栄養士などの専門スタッフが生活習慣を見直すサポートを行

う。 

 

  

※計画人数 

※令和７年 12月末時点 

 

 

 

 

 

（３）AIを用いた自動架電、SMS 送信による受診勧奨 

特定健診の受診率向上のため、システム（AI）による自動架電での受診勧奨を行う。 

また、架電後に SMS を送信し、電話が繋がらなかった場合も勧奨メッセージを残す。 

※SMS の送信対象は携帯電話に限る。 

 

３ 予算額 １１６，３３９千円 

一部新規・拡充 

受診券交付数※3 受診者数※4

令８年度※1 17,500人 6,500人

令３年度 21,201人 8,083人

令５年度 19,501人 6,812人

令４年度 20,614人 7,752人

令７年度※2 17,480人 4,522人

令６年度 18,366人 6,580人
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春の全国交通安全運動出発式 

（北本市 HEY WORLD!!駐車場） 

交通安全教室（東小学校） 

交通安全教室（東小学校） 

交通安全啓発事業 

 

担当 自治振興課 防犯・交通担当 

内線 ３１１６     

１ 目 的 

自転車乗車用ヘルメット購入費補助金、交通安全街頭キャンペーン、交通安全教室

の実施及び交通災害共済への加入ＰＲ等を通じて、市民への交通安全意識の浸透を図

る。 

 

２ 事業内容 

 （１）自転車乗車用ヘルメット購入費補助金（３，０４８千円 令和７年度繰越予算） 

交通事故の被害を軽減し、命を守る自転車乗車用ヘルメットの着用を促進するた

め、令和７年度に引き続き、全年齢を対象に、販売協力店での割引方式によりヘル

メットの購入費用を助成する。 

なお、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用予定 

 （２）交通安全街頭キャンペーン 

    全国・埼玉県で行われる交通安全運動・交通事故防止運動に併せて街頭キャンペ

ーンを年４回実施する。 

 （３）交通安全教室の開催 

    市内すべての小学校や希望する保育園、幼稚園において、交通安全教室を開催

し、交通安全意識の向上を図る。 

 （４）交通災害共済への加入 

    相互扶助制度として実施されている交通災害共済への加入ＰＲ及び受付を実施す

る。 

    

３ 予算額 ５１７千円 （令和７年度繰越予算 ３，０４８千円） 

  

 

 

 

         

            

 

 

ヘルメット着用啓発活動活動 

（R6 かわさとフェスティバル） 
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地域防犯体制支援事業 

 

担当 自治振興課 防犯・交通担当 

内線 ３１１６     

 

１ 目 的 

犯罪が抑止され、市民が安心して暮らせるまちづくりのため、青色回転灯装備車両

によるパトロールの強化や、自主防犯パトロールグループへの活動支援、３駅周辺へ

の防犯カメラの設置のほか、住宅等防犯対策補助金、地域防犯カメラ等設置補助金の

実施により、地域防犯環境の整備を進める。 

 

２ 事業内容 

（１）防犯カメラの更新（予算額 ５，０５２千円）  

 現在、市内３駅周辺及び鴻巣駅から５００ｍまでを目安とした主要路線を中心に３

６台の防犯カメラを設置している。令和元年度に設置した６台は、保証期間が終了

し、カメラ部品の製造も終了しており、修理を行うことが出来ないため、更新を行

い、犯罪抑止の取組を強化する。 

 （２）住宅等防犯対策補助金（予算額 １４，１８５千円 令和７年度繰越予算） 

   特殊詐欺や窃盗、強盗事件が相次いで発生していることから、市民一人一人が積極

的に防犯対策に取り組み、地域の防犯環境整備を推進するため継続して実施する。ま

た、現在、一つの建物につき、１回までの申請となっているが、令和８年度は、６５

歳以上の方又は障害者手帳をお持ちの方は２回目の申請を可とする。 

なお、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用予定 

（３）地域防犯カメラ等の設置（予算額 １，２０４千円 令和７年度繰越予算） 

   地域防犯カメラの設置に対し自治会・町内会へ補助を行い、地域防犯パトロールグ

ループ等の防犯活動を補完するとともに、地域住民の防犯意識の向上を図る。 

なお、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用予定 

 

３ 予算額 ８，９３６千円 （令和７年度繰越予算 １５，３８９千円） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

一部新規・拡充 
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防犯灯管理事業 

 

担当 自治振興課 防犯・交通担当 

内線 ３１１６    

 

１ 目 的 

防犯灯を管理し、夜間の犯罪を予防することにより、市民の安全を図り、もって、

明るい環境づくりに寄与することを目的とする。 

 

２ 事業内容 

（１）防犯灯修繕（予算額 １０，５２５千円） 

 既存の防犯灯のうち、照明器具の不点が発生したものについて、順次修繕を実施

する。 

 

（２）防犯灯設置工事（予算額 ６，８９４千円） 

   市民から新規設置の要望があったものについて、基準に則り設置を行う。また、

点検等により腐 

食等が判明した独立柱の建て替えや、水銀灯、ナトリウム灯などの照明器具から長

寿命で環境負 

荷の低い LED 灯への更新を進める。    

 

 （３）防犯灯点検業務（予算額 ９２４千円） 

    防犯灯が設置されている独立柱について、５年に１度、点検を実施し、腐食等、

不具合を早期に 

発見し、建て替えなど対応を図る。 

 

３ 予算額 ６９，９５５千円 

 

※防犯灯の設置状況 ※令和６年度末現在 

 

   

 

 

  水銀灯 ナトリウム ＬＥＤ 蛍光灯 その他 合計 

令和 4年度末 230 337 9,672 1 14 10,254 

令和 5年度末 206 334 9,733 1 14 10,288 

令和 6年度末 184 310 9,826 0 14 10,334 
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バス教室（かわさとフェスティバル） 

公共交通維持事業 

 

担当 自治振興課 防犯・交通担当 

内線 ３１１６     

 

１ 目 的 

市民の交通利便性向上のため、コミュニティバス「フラワー号」を運行し、通勤や

通学、通院、買い物等の移動手段の確保及び充実を図るとともに、地域公共交通の活

性化に取り組む。 

 

２ 事業内容 

（１）フラワー号の運行（予算額 １４４，６４６千円） 

   市内８コースを１０台の車両（うち３台ＥＶ車）で運行する。運行管理は協定に基

づき運行事業者が行い、運行経費と運行収入の差額を運営補助金として補助する。 

 （２）鴻巣市地域公共交通計画の策定（予算額 ８，９１０千円） 

   令和２年１１月に地域公共交通活性化再生法が改正され、全ての地方公共団体にお

いて計画の策定が努力義務化となったことから、持続可能な公共交通の構築に向けて

鴻巣市地域公共交通計画を策定する。 

 

３ 予算額 １５５，７７２千円 

 

フラワー号利用者数の推移 ※令和７年度は１１月末現在 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度※ 

利用者数 386,173 人 437,500 人 476,214 人 480,962 人 337,624 人 
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デマンド交通運行事業 

 

担当 自治振興課 防犯・交通担当 

内線 ３１１６    

 

１ 目 的 

市民の交通利便性向上のため、デマンド交通「ひなちゃんタクシー」及び乗合型デ

マンド交通「こうのす乗合タクシー」を運行し、日常生活における移動手段の確保を

図る。 

 

２ 事業内容 

（１）「こうのす乗合タクシー」の運行（予算額 ７５，６１１千円） 

事前予約により低額で利用できる「こうのす乗合タクシー」の８台での運行を継続

する。 

 

（２）「ひなちゃんタクシー」の運行（予算額 ３５，３１６千円） 

市内タクシー事業者５社との協定に基づき運行し、タクシーメーター料金から利用

料金を差し引いた額を運行補助金として支払う。 

 

３ 予算額 １１３，７３８千円 

 

デマンド交通 利用者数の推移 ※令和７年度は１２月末現在 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度※ 

乗合タクシー 21,331 人 28,791 人 30,709 人 39,721 人 29,850 人 

ひなちゃんタクシー 52,379 件 46,273 件 45,316 件 37,482 件 28,972 件 

 

共通乗降場数（令和７年１２月２５日現在） 

・鴻巣市内 デマンド交通  ７２０か所 

      乗合タクシー  ９５３か所 

・鴻巣市外           ７か所 

 

自治体 施設名称 種別 

北本市 
北里大学メディカルセンター 総合病院 

北本駅 東口・西口 駅 

行田市 

行田総合病院 総合病院 

石井クリニック 整形外科 

匠の杜薬局 薬局 

熊谷市 さめじまボンディングクリニック 産婦人科 
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マイナンバーカード交付事業 

 

担当 市民課 マイナンバー担当 

内線 ２８５２ 

 

１ 目 的 

  行政手続等に利用されるマイナンバーカードについて、未取得者の申請手続き、カー

ド交付・更新手続き、利活用に係る様々な支援・相談窓口としての業務を行う。 

令和８年度は、電子証明書の有効期間満了や住民票への氏名の振り仮名記載に伴う手

続き件数の増加が見込まれるため、円滑な業務を行うとともに、継続的にカードの保有

率向上に努める。 

 

 

２ 事業内容 

 （１）マイナンバーカードの交付、電子証明書の発行・更新業務等 

    マイナンバーカードの交付、電子証明書の発行・更新、カード申請サポート、健

康保険証利用登録支援等の業務を円滑に実施する。 

 （２）マイナンバーカードの利便性・セキュリティに関する周知 

    広報紙やホームページを活用し、マイナンバーカードの利活用やセキュリティに

関する情報発信を行う。 

 

 

３ 予算額 ４４,６２０千円 

 

●鴻巣市のマイナンバーカード保有率の推移 

 保有枚数 保有率 埼玉県 全国 

令和７年１２月末 ９５,９４９枚 ８１.６％ ７９.７％ ８０.８％ 

令和６年１２月末 ９０,６３４枚 ７７.１％ ７５.４％ ７７.１％ 

令和５年１２月末 ８４,６５３枚 ７１.９％ ７１.０％ ７３.０％ 
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コンビニ交付事業 

 

担当 市民課  マイナンバー担当 

内線 ２８５２ 

 

１ 目 的 

  マイナンバーカードを利用したコンビニ交付サービスの普及促進を図り、住民への行

政サービスの利便性向上および窓口業務の効率化を推進する。 

 

 

２ 事業内容 

 （１）証明書のコンビニ交付割合の向上 

    市役所新館、市民センター、市民活動センターへのマルチコピー機の設置および

窓口でのコンビニ交付サービスの利用案内や広報紙・ホームページを活用した情報

発信を行う。 

 （２）マイナンバーカードの普及促進 

    マイナンバーカードの交付、電子証明書の発行・更新業務の円滑な実施を行うと

ともに、継続的にカードの保有率向上に努める。 

 

 

３ 予算額 １３，６９３千円 

 

●コンビニ交付割合の推移 

 交付部数 交付割合 

令和７年度（１２月末時点） ２８,６３１部 ３６.４％ 

令和６年度 ３４,９８２部 ３１.６％ 

令和５年度 ３１,２０４部 ２８.４％ 

 

 

 

 


